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嘉数啓著

『島嶼経済の持続的発展』

言 H.Kakazu, Sustainable Development of Small且
： ご

~I Island Economies. Boulder: Westview Press,自
~I 1994, vii +228 pp. 『： 

い
勝

叶泰ロ島む松

著者は1942年に沖縄県本部町で牛まれ，琉球大学

卒業後，ネプラスカ大学で Ph.I)を取得し，ロンド

ン大学(LSE)などで研究を進めた。琉球列島米国民

政府勤務後，琉球大学で教鞭をとり，アジア開発銀

行エコノミスト，国際大学教授•国際関係学研究科

長，ハワイ大学，フィリピン大学などの客員教授を

附任。現在は名古屋大学大学院国際開発研究科教授

である。また国際島峡学会(ISISA)創設理事，およ

びllil学会の学会誌INSULAの編集顧問を務めてい

る。

竹者の一貫した研究課題は島嶼の経済的自立であ

り，これまで幾つかの重要な業績をあげてきた。そ

のうちの 1つは「沖縄経済自立への道」（沖 l)である。

これは掲載誌『新沖縄文学』の特集「自立経済を考

える 嘉数論文をどうよむか一，．，．」において，各

々の論者が論評の対象としたものてある。同誌の巻

頭，iでは，政治，思想的な自I・,；；倫か沖縄では先行し
ていたが，やっと現'l:t義的な紆済自立論が現われ

たと述べられており， 1，il論文は沖縄の経済学説史の

中で重要な位置を占めるものであるといえよう。著

者の島嶼経済への拘りは沖縄だけにとどまるのでは

なく，オセアニア，カリプの島々まで拡がり，それ

をまとめたのが『島しょ経済論』（記2)である。

以上の業績や本書の大きな特徴は，島嶼を対象と

した経済理論の構築を求めるたけてはなく，島嶼性

（環海性，隔絶性，狭小性）から牛じるさまざまな
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経済問題を解決するという実践性をもっているとい

うことだ。つまり自らの経済理論と現実との対応関

係を常に念頭において研究活動を行なっているので

あり，それは著者が沖縄という経済的困難に満ちた

島嶼で'tまれ，問題の解決策を小し続ける中で自ら
の経済岬論をつくりあげていったことによるものだ

ろう。

著者は島嶼の経済自立のために研究活動をするだ

けでなく，以下のような実践を行なっている。 1992

年5月にバハマ諸島で開かれた「第3回世界島嶼会

議」で「琉球特別セッション」を設けたり， 94年 6

月に沖縄て開かれた「第4回Ill:界島嶼会議」（国際

島嶼学会•国際島嶼開発科学協議会・川界島嶼会議

'に行委ti会t催）の実行委員kを務めたりした。同
会議の統テーマは「島：自吃への挑戦 島嶼地

域の地球的ネットワークに向けて 」であり，同

会議は研究発表の場であるだけでなく，島嶼間の経

済的・技術的・文化的ネットワーク化によって自立

をはかるという目的をもっていた。また同年8月に

は全国で初めて沖縄県の学術顧問に就任し，県の施

策に輻Iぷいアドバイスを与えたり．国際的規模の

1地域型研究所（仮称）」の沖縄設附0)準備を行なっ

たりしている。

本内は島嶼が抱える経済問題と格闘した片者の軌

跡てあり，問題の核心や解決策が洗紬された経済理

論で明らかにされている。以下，その内容を簡単に

述べたみたい。

II 

本，りの構成は次のようになる Q

第 1序 島嶼経済の自立的発展に関する系譜

島嶼経済の定義•特徴・問題／島嶼経済

における貿易の役割／まとめ

第2章 南太平洋諸島における貿易と多様化政策

貿易主導型成長における 2つの崩壊ケー

ス／多様化のための2つのアプローチ／

生存部門の重要性とその政策的有効性／

まとめ

第3草 南太平洋諸島における援助と自＼l：的発展

『アジア経済』 XXXVII2 (1996,2) 
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レントとは何か／島嶼経済発展における

レントの役割／レントを求める諸活動の

意味／まとめ

第4章 小規模観光経済における吸収能力と多様

化政策←ーー北マリアナ諸島の事例一一

北マリアナ諸島経済の構造／北マリアナ

諸島の国際収支構造／北マリアナ諸島経

済の吸収能力／北マリアナ諸島経済の多

様化政策／まとめ

第5章 高度成長期のサイパンにおける水質保護

のための長期戦略

水責源への影響／まとめ／補遺

第6章 島嶼経済における農業の役割--，～ハワイ

の事例

雁用／所得／プロダクト・サイクル／対

外貿易／天然資源の利用／まとめ

第7章 琉球列島のブーメラン経済と将来展望

1972年日本復帰後の琉球における経済パ

フォーマンス／琉球と II本との間の新し

い経済関係／f1立的経済発展の指標／「プ

ーメラン経済j／まとめ―—将来展望

第8章 転換期のシンガポール経済一ー沖縄とハ

ワイとの比較を通して'ャ-

シンガポール経済の特徴／シンガポール

経済の比較分析／シンガポール経済の最

近の動向／シンカポール～ジョホール～

リアウの成長のここ角地常とダイヤモン

ド・ピース・トレード・ゾーン／まとめ

第 1章 島嶼経済という用語が使用され始めた

のは， 1947年に設立された南太平洋委員会が南太平

洋諸島の経済問題を議論したころからであった。そ

して島嶼経済論として最初に理論的な関心が払われ

たのは， 1957年の国際経済学会())「リスボン会議」

においてである。このように新しい学問領域である

か，分析対象地としての島嶼には次のような共通の

問題があると著者は指摘する,,II)天然および人的資

源の賦存景や種類が限られているので，経済活動に

多様性がない。 (2)国内市場が狭いので経済発展の選

択肢が限られている。 (3)資源の制約や市場の狭小性
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の結果として少数の商品に特化する。 (4)ほとんどの

島嶼国は慢性的な貿易赤字に陥っており，その大部

分か洵外援助によって補われている。 (5)1t重t.投

資・消費・輸送・教育・行政サービスなどにおいて

規模の不経済に直面している。 (6)島嶼の環海性のた

め輸送コストが割高である。 (7)人口増加率が高く．

失業や都市問題が深刻である。 (8)民間企業では採算

(/）とれない巾業か多く，財政に大きく依存した経済

溝辺になっている。

こ(/)ような島嶼経済の問題の原因は仏統的牛活様

式と資本t義的諸側面が対立していることにあるが，
いまとなっては伝統的な生き方に戻るわけにはいか

ない。そこでサブシスタンス（生存）経済と，商品

生産様式とを適正な形で融合することが問題解決の

道となると論じられ，以下の章で具体的な融合の形

が示されることになる。

第2章 南太平洋島嶼における再生イ,nJ能な天

然資源(j)枯渇，交易条件の悪化，愉出品への特化，

人ll灼1大はサブシスタンス貧困をもたらすく）サプシ

スタンス貧困とは，伝統的技術や資源か失われ，島

嶼が対外貿易をする以前よりも生産のレペルが下落

した状態をいう。それへの対抗策として経済活動の

多様化があり．その際，サブシスタンス部門の役割

が璽要になる。多様化政策には2つのアプローチが

あり，その 1つは対外収支アプローチである。これ

は島嶼(/)消費量を島内生産量の範囲l村に抑えるもの

てあり，それを可能にするのかサプシスタンス部門

における’l：弗の拡大である。このアプローチは資源

か内かな島嶼において実現可能竹かある。第2のア

プローチは最低安全性基準アプローチである。これ

は島嶼の必要最低カロリーを島の生産で確保する

ことを目指すものである。島嶼が大陸と比べて．台

風・津波・地震などの自然災害を受けやすく．食料

供給のほとんどを輸入に依存し．それらが伝統的な

貪料よりも栄養価が低いという現実問題から出てき

た解決策てある。

サプシスタンス部門は持続的発展(/)核となるが．

それは次(})ような意義をもっている。 (I)|＇」部門から

生じる物産や様々な活動は，島嶼民生活の欠かせな

い構成要素となっており，近代部門によって代替で
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きない0 (2)失業者に対して生活の糧を与える。 (3)近

代的↑悌様式を行なう時に使う適正技術の源となる，

(4)食料の栄養価が高い0 (5)島嶼民自らか好ましい生

活スタイルだと考えている。

このようなサプシスタンス部門の豊かさに基づく

と，愉人品置換(import-displacement)アプローチ

がfi効性をもつ。それはタロイモ，サツマイモ，タ

ピオカ，パオパオ，ココナッジュース，魚，従来の

産業製品など伝統的な産物を，輸入品である米，小

麦粉． ヒール，コーラ，魚の缶詰，加 1品などと掴

き換える戦略である C，またこれは，食料価格の上昇．

肥料なとの生産手段の輸入による貿易収支の悪化な

ど，従来の輸入品代替 (import-replacement)戦略が

もたらしたものの反省の上に立っている。

第3章 援助金なとのレントは．それを受け人

れる島嶼囚にとり市場の拡大などの血において有効

であり，実際，南太平洋諸島の現代の生活水準はレ

ントにより維持されている。またレントは島内外の

資源を化所加工するための原資となりうる，

第4章 北マリアナ諸島の急激な観光開発によ

り次のような諸問題が生じている。深刻な水不足，

下水施設の不備，移民労働者の増大による社会的緊

張，農産物自給率の低―F．土地価格のいむこよって

住℃や公共施設の建設か困難になったなとを挙げる

ことがてきる。このまま観光という外部経済に大き

く依存した状態が続き，外部的要因が崩壊したら，

北マリアナ諸島はサプシスタンス貧困に陥るだろう。

よって観光業への依存を北マリアナ諸島の物理的，

社会的許容範囲内に抑えるべきであり．島内の農業，

製造業との内部関連性を強化する必要がある。

第 5章一ーサイパンは地下水，表面水の量がとも

にハワイや沖縄に比べて制限があるのて近りの観光

開発により水不足か問題になっている。その上，無

計画な取水により塩水や汚水が混入し衛生状態も悪

い。また経済成長がもたらした交通量増大で亜鉛メ

ッキ製・アスベスト製の水道管に大きな負伯がかか

り危険な状態にある。島民は水節約のためバケツで

体を洗ったりしており， mlや衣類の洗浄も滞りがち

である。学校でもトイレが詰まり，閉鎖されたケー

スもある。サイパンの増大する人口と，経済成長の
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規模が島嶼の水資源とその施設の水準を越えたとご

ろに問題の根源がある。

第6章一ーハワイにおける農業の変遷をたどると．

その全産業にしめる比重は低下しているのが明らか

であるが， 1人当たり所得は他産業と比べても見劣

りはしない。それは農業の生産性が向上したためて

あり，細流湘漑による資本集約的農業の完成や．花

木，マカデミアナッツ，パパイヤなどの生産が成功

したためでもある。だから島内で全ての食料品を自

給していくのは現t的でなく．農業の多様化により

弗業部門間のハランスを維持するのが持続的発展の

要となる。

第 7章 琉球経済は島嶼性から生じる多くの問

題を南太平洋島嶼と共有しているが，そのうちの 1

つにプーメラン経済がある。これは貿易，観光．介

業合併・吸収・系列化，軍事基地維持のための財政

援助などを通じて，援助または資金供給国に資本が

還流する現象であり，琉球では南太平洋島嶼よりも

大規模に行なわれている。 1972年の日本復帰以前に

おいてもプーメラン経済がみられ， 50,60年代に米

国政府により与えられた援助は日本の輸出業者によ

って吸収された。現在でも日本政府の財政補助金は，

プーメラン経済を通じて日本経済への依存を強化し

ているが，その補助金に基づく公共投資の乗数効果

はマイナスてあり，琉球の経済自立に役立っていな

い。また隆盛の観光業も地元経済との関連性を持た

ず，その上，管理職は日本本土人，下働きは地元民

という雇用の―•l市構造がある。

このような状況を改善するには 2つの多様化政策

が必要である。第1は水平的多様化であり，サーピ

ス産業に偏重した経済活動から農業，製造業へと重

点をうつす。第2は垂直的多様化であり，観光関連

廂業を育成することで地元資源に付加価値をつける。

多様化の一環として現在停滞している自由貿易地域

を見直さなければならないが，それについては次章

で詳しく論じられている。

第8章 シンカポールと沖細・ハワイには幾つ

かの相違点かあるか．島嶼性を由来とする共通点も

ある。シンガポール～ジョホール～リアウの成長の

芝角地帯を参考に，沖縄の経済自立のために著者は



1996020083.TIF

Ⅲ

1996doc  99.7.12 6:46 PM  ページ 169

ダイヤモンド・ピース・トレード・ゾーンを提唱す

る。それは沖縄，台北，上海，福岡を結んだ線から

なる経済地帯であり，次のような機能と有効性をも

つ。 (1)それぞれの自由貿易地域を結びつけることで

貿易と投資機会を増大させる。 (2)政策決定過程(})分

権により地域経済を活性化する。 (3)沖縄市場を開放

することで日本の貿易黒字を削減させる。 (4)地域間

の協））関係を強固にすることで，南沙諸島をめくつ

て邸まる緊張状態を緩和する。 (5)沖縄の自由貿易地

域はこれまで輸入指向であったか，シンガポールの

ように輸出指向にしたうえで，沖縄全体を同地域に

書 評

することにより，共通の問題を明らかにすると同時

に，自立のための解決策をお互いに学び，実行する

ネットワークの中に沖縄を位置付けた。 (2)日本の辺

境（位iHO)1<flj性）として沖縄を考えるのではなく，

アジアの要（位置の有利什）として思号の転換を図

ることで大きな経済的可能性を提示した。 (3)そのこ

とは同時に島嶼経済の内容自体をも変えるものであ

った。つまり島嶼内における経済活動のみを研究対

象にするのではなく，島嶼と他地域とのネットワー

クを設定し，広い経済空間をつくりだすことで島嶼

性から生ずる問題を克服するための展望を可能にし

指定する。そのためには生産・消費活動を免税にし， た。

オフショアバンキング •R&L) ・技術移転などに関

する規制を緩相しなければならない。著者によれは，

以上の構想を実現するためには現在の政治行政シス

テムを根本的に変革する（「市場システムにおける革

命」， p.187)必要があり， これは中心（東京） ー周

辺（沖縄）という従属形態から島嶼か脱却できる唯

ーの道であるとしている。

III 

本書は島嶼経済の持続的発展について多くの理論

式，図表をもちいて体系的に論じた労作である。本

害における持続的発展とは，島嶼がもつ経済問題を

貞Jじ面から見据えたうえで，島嶼のサブシスタンス

部門を重視し，それを島嶼経済の多様化政策の核に

すること，または産業間のバランスをとることで対

外的依存関係を脱した自立的な経済発展をいう。サ

プシスタンス部門の評価については Fairbairnの研

究(ii3)があるが，本古ではハワイ，北マリアナ諸島，

サイパンなどの具体的な事例研究に基づいた，輸入

品置換アプローチという有効な対応策が示されたと

ころに独自性がある。

また本書の沖縄における持続的発展については次

のような大きく評価すべき諸点かある。 (1)沖縄とア

ジア・太平洋の諸島とを島嶼性を軸にして比較検討

しかし『戦後沖縄経済史』(It4)に詳しく論じられ

ているように，沖縄が11本国家の一部になる過程そ

して現在でも強力な画ー化政策がとられているのも

また事実である。このような本土一体化に対抗して

沖縄の独自性を土台とした経済理論・政策を論理的

に展開したのが本書である。そしてアジア太平洋の

島嶼の研究事例と沖縄の状況とを理論的に関連させ

ることで，沖縄だけの特殊論にとどまるのではなく，

島嶼経済論に普遍性をりえることができた。そのこ

とがもつ意義は，例えは沖縄振興開発計画を策定す

る前提として考えられていた正統的・大陸的経済理

論ではなく．島嶼経済論によって理論的に裏付けら

れた開発計画の実現が視野に入ったことである。よ

って島嶼民が自分の頭で考え，自らの手で経済活動

を行なうという内発的発展論の観点からも本書出版

の意義は大きいと考える。

（注 l) 嘉数啓「沖縄経済自立への道」（『新沖縄文

学』 56号 1983年）。

（注2) 嘉数啓『島しょ経済論』ひるぎ社 1986年。

（注3) Ta'o I. J . Fairbairn, Island Economies : 

Studies from the South Pacific (Suva : University of 

the South Pacific, 1985) 

国 1) 琉球銀行調査部編『戦後沖縄経済史』琉球

銀行 1984年。

（早稲田大学大学院経済学研究科後期博士課程）
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